
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

国民健康保険診療報酬明細書等点検業務委託仕様書 

 

１ 業務名称 

国民健康保険診療報酬明細書等点検業務委託 

 

２ 業務の実施場所及び時間 

枚方市大垣内町２丁目１番２０号 枚方市役所（市の指定する場所） 

午前９時００分から午後５時００分（土、日曜日・祝日・年末年始を除く） 

 

３ 委託期間  

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

４ 処理件数 

 （医科、歯科、調剤等診療報酬明細書（以下「レセプト」という）資格点検） 

⑴ エラーレセプト資格確認・入力 

（資格喪失後受診等・制度外受診・負担割合相違・個人情報相違）    約７００件／月 

⑵ 返戻依頼電話確認                             約２００件／月 

                           

（柔整・あはき療養費支給申請書資格点検） 

⑶ エラーレセプト資格確認・入力 

（資格喪失後受診等・制度外受診・負担割合相違・個人情報相違）    約１５０件／月 

⑷ 返戻依頼電話確認                          約２０件／月 

 

（医科、歯科、調剤レセプト内容・縦覧点検） 

⑸ 医科縦覧点検（医科（入院・外来）・調剤）           約６０，０００件／月 

（高額レセプト（入院（医科＋ＤＰＣ）のみ）約３,０００件／月を含む） 

⑹歯科縦覧点検                       約１５，０００件／４カ月 

                              

５ 業務内容 

⑴  資格点検（処理期間：医科・歯科・調剤 約10日間／月、柔整・あはき 約２日間／月） 

ア 毎月、国保総合システム及び自庁システムにてエラーとなったレセプト及び療養費支給

申請書について、大阪府国民健康保険団体連合会の国保総合システム及び自庁システム端

末機等を使用して資格点検を実施する。ただし、自庁システムの変更及びオンライン資格

確認の導入状況によっては下記の実施方法を変更する場合がある。 

イ レセプト等を返戻や返納金にする場合で、資格喪失後の新たな保険の資格情報が必要な

ものを抽出し、国保異動届出書で新保険の資格確認を行う。 

ウ 医療機関や他市にレセプト等の返戻依頼や内容確認及び資格確認が必要なものを抽出し、

電話照会を行う。 

次のような場合に、医療機関等に電話照会を行う。 

① 資格喪失しており、受診日時点で被保険者証が未回収で返戻を依頼するとき 



② 医療機関に責のない重複レセプト等の返戻を依頼するとき 

③ 受診日確認及び保険者ごとの診療報酬点数等の確認が必要なとき 

④ 他市に転出しており、国保資格の照会及び保険者間調整を行うとき 

⑤ その他、医療機関等に照会が必要なとき 

  エ 過誤返戻及び返納金の対象となったレセプト等について、次の処理を行う。 

① 電子レセプトは、自庁システムへの入力を通じて国保総合システムに過誤申出登録を

行う。（国保総合システムへの入力方法は「別紙」を参照、自庁システムへの入力方法は

別途説明を行うものとする。） 

② 返納金の対象となった電子レセプトは、自庁システムへの入力及び、保険者国保総合

システムへの返納金色付箋登録を行う。 

③ 柔道整復施術療養費支給申請書は、返戻対象の申請書の抜取り作業後に申出・結果付

箋を添付し、必要事項を記入する。 

④ 療養費支給申請書（あんま・マッサージ用）（はり・きゅう用）は、返戻対象の申請書

の抜き取り作業及び、発注者の指定するエクセルファイルへの返戻理由等の入力を行う。 

  オ 退職者医療制度は令和６年３月をもって廃止されたため該当レセプトがあれば発注者に 

報告すること。 

  カ その他記載のない事項については、発注者との協議を経て行う。 

 

⑵  医科、歯科、調剤レセプトの内容点検 

  令和７年４月到着分以降のレセプトについて、国保総合システムにより以下の内容でレセプ

トの点検を行う。（独自の点検システムについては発注者の指定する場所での使用は可） 

  対象とするレセプトは、一般被保険者の医科・歯科・調剤レセプト。訪問看護レセプトは点

検対象としない。 

ア 高額レセプト内容点検（処理期間：１０日／月） 

    当月到着分の高額レセプト（7,000 点以上）の内容点検を行う。 

   イ 医科縦覧点検（処理期間：１０日／月） 

    同一被保険者の３ヶ月分の請求内容について縦覧点検を行う。 

ウ 歯科縦覧点検（処理期間：１０日／４ヵ月） 

    歯科レセプトの縦覧点検を行う。 

エ 第三者行為が疑われるレセプトの写しの納品（処理期間：１０日／月） 

オ その他記載のない事項については、発注者との協議を経て行う。 

 

６ 情報共有について 

  診療報酬明細書等点検業務における情報提供の場を、年度中に複数回設けるため、国、府、 

 大阪府国民健康保険団体連合会等からの通達等を確認し、法令、各種通知等に沿った対応や運 

用上の課題等への対応、業務の品質向上に取り組むこと。 

 

７ 支払条件 

 業務完了実績に基づき、①医科・歯科・調剤等資格点検業務、②柔整・あはき資格点検業務に

ついてはそれぞれの業務一式の金額、③医科・歯科・調剤等内容点検についてはレセプト 1 枚当

たりの単価を乗じた金額を、翌月の月末に支払うこととする。 



 医科、歯科、調剤レセプトの内容点検の請求・納品には、(１)高額 (２)医科縦覧(３)歯科縦覧

別の件数を明記した明細書を添付する。 

 

８ 管理事項 

 (１) 受注者は委託の本旨に従い、依頼された業務は、善良なる業務責任者の責任を持って迅

速かつ正確に処理すること。 

(２) 従事者への指示は、業務責任者を通じて行う。 

(３) 業務責任者は、業務終了後にその日の作業状況報告書を日報として発注者に提出し、発

注者の確認を受けること。 

日報様式は自由とするが、記載事項については、作業日、作業者名簿、作業内容、その

他連絡事項等を記載すること。 

(４) 業務責任者は、当該月の業務スケジュール計画書を提出すること。 

 (５) 業務実施場所における整理整頓に留意するとともに、本業務に関係の無い什器、電子機

器等を設置してはならない。また、同場所は本委託業務以外には使用してはならない｡ 

 (６) 本仕様書に記載する事項に従わない場合、もしくは従わないと発注者が認める場合は、

契約を解除する。 

(７) 受注者は本委託業務の処理を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

 

９ 個人情報保護 

 (１) 受注者は、日本産業規格 JISQ15001 個人情報保護マネジメントシステム要求事項に適合

した同システム運用並びに体制整備がなされており、入札郵送締切日においてプライバシ

ーマーク○R の使用認定を受けていなければならない。 

なお、同マーク登録証の写しを発注者に提出すること。 

(２) 当該業務の処理に際し、個人情報保護の保護に関する特記仕様書を遵守するものとす 

 る｡ 

 

１０ 点検用国保総合システム及び自庁端末数（令和６年１２月１日現在） 

  国保総合システム４台、自庁システム４台、専用プリンタ１台 

 

１１ その他 

(１) 消耗品及び参考図書等は受注者の負担とする。 

(２) 照会にかかる電話料金については発注者の負担とする。 

（３） その他この仕様書に定めのない事項については、法令及び本市条例等による他、双方協

議の上定めるものとする。 

 



別紙 

国保総合システム入力方法 
 

【理由詳細定型文一覧表】 

NO 理由詳細定型文 NO 理由詳細定型文 

① 資格喪失年月日： ⑨ 公費負担者からの申出：法別 

② 証回収及び訂正年月日：  ⑩ 新公費負担者番号： 

③ 転出先（住所）： ⑪ 新公費受給者番号： 

④ 新保険者名及び番号： ⑫ 変更後公費負担者番号： 

⑤ 新保険者の記号番号： ⑬ 変更後公費受給者番号： 

⑥ 新保険取得年月日： ⑭ 附記： 

⑦ 保険医療機関等了解済み： ⑮ 振替先保険者了解済： 

⑧ 未更新（有効期限切れ）：   

 

【国保総合システム入力】 

 理由 理由詳細 備考 

 資格取得前受診 「資格取得年月日」、「届出年月日」、「給付開始年月日」

を入力 

 

 転出 ●医療機関の了解を得て返戻 

①、②、④、⑤、⑥、⑦を入力 

⑦に了解を得た日付と、「～様（担当者名）了解済み」

と入力 

●医療機関の了解を得ずに返戻 

①、②のみ入力 

※公費ある場合、⑫、⑬の入力もおこなう 

 

 他保険分 

（含・国保組合分） 

保険者変更情報に「変更後保険者番号」、「変更後被保

険者記号」、「変更後被保険者番号」を入力 

理由詳細に①、②、③に「～市」のみ、⑥、⑦、⑮を

入力 

⑦⑮に了解を得た日付と、「～様（担当者名）了解済

み」と入力 

※公費ある場合、公費負担者番号等の入力もおこなう 

大阪府内の他市国保

との保険者間調整を

おこなう場合 

 他保険分 

（含・国保組合分） 

保険者変更情報に「変更後保険者番号」、「変更後被保

険者記号」、「変更後被保険者番号」を入力 

理由詳細に①、②、⑥、⑦、⑮を入力 

⑦⑮に了解を得た日付と、「～様（担当者名）了解済

み」と入力 

大阪府内の国保組合

との保険者間調整を

おこなう場合 

 資格喪失後受診 ●医療機関の了解を得て返戻 

①、②、④、⑤、⑥、⑦を入力 

⑦に了解を得た日付と、「～様（担当者名）了解済み」

と入力 

 



●医療機関の了解を得ずに返戻 

①、②、⑥のみ入力 

 後期高齢者該当 資格喪失後受診と同様  

 社会保険適用 ④、⑤、⑥、⑦を入力 

⑦に了解を得た日付と、「～様（担当者名）了解済み」

と入力 

国保給付開始日に遡

って国保資格取消し

た場合 

 生活保護適用 ●２１公費等（国公費）の公費有の場合 

①、②、⑦を入力 

⑦に日付と、「～様（担当者名）了解済み」と入力 

⑭に「２１公費単独で請求してください。」等入力する。 

●２１公費等（国公費）の公費なしの場合 

①、②のみ入力 

 

 該当者なし   

 記号番号～誤り ⑭を選択し、返戻内容を入力 

例：「番号～で請求してください。」 

 

 一般該当   

 給付割合誤り ●１割が正しい場合 

「高齢受給者１割で請求して下さい。」 

●２割が正しい場合 

「高齢受給者２割で請求して下さい。」 

 

 給付割合誤り 「高齢受給者３割で請求して下さい。」  

 返納金  「付箋追加」より、

指定した色、指定し

た枝番を選択し、コ

メントに「返納金」

と入力する。 

 全部重複 

（点数等全て同じ） 

 重複しているレセプ

ト２件両方に入力 

 一部重複 ⑭を選択し、返戻内容を記入 

⑦に了解を得た日付と、「～様（担当者名）了解済み」

と入力 

重複しているレセプ

ト２件両方に入力 

    

    

※下記の場合は⑭に記入をおこなう 

・月途中で資格喪失している場合で、レセプトを２枚に分けて請求してもらう場合 

・受診日が不明で医療機関に確認をとった場合 

 

 

 



個人情報の保護に関する特記仕様書 

 

受注者は、個人情報の保護に関する法律第66条第２項第１号の規定に基づき、以下の内容を遵

守しなければならない。 

 

 （基本的事項） 

第１条 受注者は、発注者が保有する個人情報（以下「個人情報」という。）の取扱いに当たって

は、個人情報の保護に関する法律、その他の個人情報の適正な取扱いに関する法令等の規定を

遵守し、その適正を確保しなければならない。 

 

 （作業従事者等の明確化） 

第２条 受注者は、この特記仕様書に定める事項を履行する責任を負う者（以下「保護責任者」

という。）及び個人情報の取扱いに従事する者（以下「作業従事者」という。）を定めるととも

に、それらの者の氏名、役職、作業の内容、取り扱う個人情報の項目等の事項を、書面により、

あらかじめ発注者に届け出なければならない。保護責任者又は作業従事者を変更するときも、

同様とする。 

２ 受注者は、保護責任者及び作業従事者以外の者を個人情報の取扱いに従事させてはならない。 

３ 作業従事者は、保護責任者の指示に従い、個人情報の保護に関する法律及びこの特記仕様書

に則して適正に委託業務の処理に当たらなければならない。 

 

 （教育研修及び指導監督） 

第３条 受注者は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、保護責任者及び作業従事者に対し、

個人情報の保護に関する教育研修を適宜実施するとともに、常に個人情報の保護に関し必要な

指導監督に当たらなければならない。 

 

 （秘密の保持） 

第４条 受注者は、個人情報その他委託業務の処理に伴い知り得た情報を他に漏らしてはならな

い。本契約が満了し、又は解除された後も、同様とする。 

２ 受注者は、保護責任者及び作業従事者に対し、秘密の保持に関する誓約書（別紙様式）を提

出させなければならない。 

 

 （取扱区域等） 

第５条 受注者は、個人情報を取り扱う区域（以下「取扱区域」という。）を定めるとともに、取

扱区域の範囲及び立入規制、防犯対策等の安全管理の措置を、書面により、委託業務の着手前

に発注者に届け出なければならない。届け出た内容を変更しようとする場合も、同様とする。 

２ 受注者は、取扱区域から個人情報を持ち出してはならない。ただし、発注者の承諾があると



きは、この限りでない。 

３ 受注者は、発注者の事務所内に取扱区域を定めたときは、当該取扱区域に立ち入る者が保護

責任者又は作業従事者であることを識別できるようにするため、それらの者に対し、それらの

者であることを示す証票を交付し、これを携帯させなければならない。 

 

 （収集の制限） 

第６条 受注者は、個人情報となる情報を収集するときは、委託業務を処理するために必要な範

囲内で、適正かつ公正な手段によらなければならない。 

 

 （目的外使用等の禁止） 

第７条 受注者は、委託業務を処理する目的の範囲を超えて個人情報を使用し、又は提供しては

ならない。 

 

 （複製の禁止） 

第８条 受注者は、委託業務を処理するために発注者から提供を受けた資料であって個人情報を

その内容に含むもの（以下「提供資料」という。）及び本契約の目的物（委託業務を処理する過

程で作成したものを含む。以下同じ。）を複製してはならない。ただし、発注者の承諾があると

きは、この限りでない。 

 

 （提供資料等の返却又は消去若しくは廃棄） 

第９条 受注者は、委託業務を完了したときは、本契約の目的物の引渡しと併せて、提供資料を

返却するとともに、受注者が使用した機器内に存する個人情報その他の発注者に関する情報（以

下「受注者の機器内の個人情報等」という。）を消去し、又は廃棄しなければならない。 

２ 前項の規定による消去又は廃棄（以下「情報消去等」という。）をするときは、記録媒体の物

理的な破壊その他の当該受注者の機器内の個人情報等の復元を不可能とするために必要な措置

を講じなければならない。 

３ 情報消去等をするときは、あらかじめ、当該受注者の機器内の個人情報等についての次に掲

げる事項を書面により発注者に通知し、その承諾を得なければならない。 

 ⑴ 内容 

 ⑵ 記録媒体の種類及び数量 

 ⑶ 情報消去等の方法及び実施予定日 

４ 受注者は、情報消去等に際し、発注者から立会いを求められたときは、これに応じなければ

ならない。 

５ 受注者は、情報消去等を行ったときは、遅滞なく、情報消去等を行った日時及び担当した者

並びに消去し、又は廃棄した受注者の機器内の個人情報等の内容を、書面により、発注者に報

告しなければならない。 

 

 （個人情報の適切な管理） 



第10条 受注者は、前各条に定めるもののほか、発注者が枚方市保有個人情報安全管理規程及び

枚方市情報セキュリティポリシーに基づき講じる措置と同等の措置を自ら講じることにより、

個人情報を適切に管理しなければならない。 

 

 

 （再委託） 

第11条 受注者は、発注者の承諾がある場合を除き、個人情報の取扱いを第三者に委託してはな

らない。 

２ 受注者は、再委託（再委託先が受注者の会社法第２条第１項第３号に規定する子会社である

場合を含む。以下同じ。）の承諾を得ようとするときは、次の各号に掲げる事項を記載した書面

を発注者に提出しなければならない。 

⑴ 再委託を行う業務の内容 

⑵ 再委託先が取り扱う個人情報の項目 

⑶ 再委託の期間 

⑷ 再委託が必要な理由 

⑸ 再委託先の名称、代表者、所在地及び連絡先 

⑹ 再委託先における個人情報の安全管理の体制 

⑺ 再委託先に対して求める個人情報の保護のための措置の内容 

⑻ 再委託先を監督する方法 

３ 再委託の契約は、この特記仕様書に基づき受注者に課された全ての義務を再委託先に課すも

のでなければならない。 

４ 受注者は、再委託先が前項の義務を履行することができることを確認した後でなければ、第

２項の書面を発注者に提出することができない。 

５ 受注者は、再委託先による個人情報の取扱いについて、再委託の契約の内容にかかわらず、

発注者に対して全ての責任を負わなければならない。 

６ 受注者は、再委託の契約において、再委託先に対する監督及び再委託先における安全管理の

方法その他発注者が指示する事項について、具体的に規定しなければならない。 

７ 受注者は、再委託先に対する監督の状況について、発注者から報告の求めがあったときは、

直ちに、これに応じなければならない。 

８ 前７項の規定は、再委託先が個人情報の取扱いを第三者に委託する場合について準用する。

以後さらに個人情報の取扱いを第三者に委託する場合も、同様とする。 

 

 （発注者の検査等への応諾義務等） 

第12条 発注者は、委託業務に関する個人情報の取扱いについて、この仕様書に基づき必要

な措置が講じられているかどうか確認する必要があると認めるときは、受注者に報告を求

め、又は実地の検査を行うことができる。 

２ 受注者は、前項の検査の受入れ又は報告の求めがあったときは、直ちに、これに応じなけれ

ばならない。 



３ 受注者が個人情報の取扱いの全部又は一部を再委託したときは、発注者は、第１項の措

置を自ら実施し、又は受注者に実施させることができる。 

 

 （事故報告義務） 

第 13条 受注者は、個人情報の紛失、破損、改ざん、漏えいその他の事故が発生し、又は発生す

るおそれがある場合においては、当該事故の発生に係る受注者の帰責事由の有無にかかわらず、

直ちに、当該事故に係る個人情報の内容、発生場所及び発生状況を書面により発注者に報告す

るとともに、当該事故への対処に係る発注者の指示に従わなければならない。 

 

 （解除事由への該当性の認定） 

第14条 この特記仕様書に違反する受注者の行為は、本契約第２２条による発注者の解除事由に

該当する行為とみなす。 

 

 （漏えい等が発生した場合の受注者の責任） 

第15条 受注者は、この特記仕様書に違反する受注者の行為によって個人情報の紛失、破損、改

ざん、漏えいその他の事故が発生したときは、当該事故による損害を賠償しなければならない。

本契約が満了し、又は解除された後も、同様とする。 

 

 

 

 

 


